
（平成２２年３月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1622 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

    私が住み込みで働いていたころ、勤務先に来たＡ区役所の職員に勧め

られ、国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は職場に

来た集金人に納付していた。申立期間が未納と記録されていることに納

得できないので、記録の訂正をしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年４月以降、申立期間を除き、60 歳に達するまで国

民年金保険料をすべて納付していることが確認できることから、保険料納

付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までについて、国

民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、36 年７

月に、当時、申立人が住み込みで働いていた勤務先の事業主夫婦と連番で

払い出されていることが同手帳記号番号払出簿で確認できる上、事業主夫

婦は当該期間の保険料が納付済みであることが確認できることを踏まえる

と、申立人も当該期間の保険料を集金人に納付したものとみても不自然で

はない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年３月までについて、申

立人は、職場に来ていた集金人に申立期間の国民年金保険料を納付してい

たと主張しているが、Ｂ市においては、集金人制度が同年９月に発足した

ことが確認できることから、その時期までは集金人に保険料を納付するこ



とはできず、申立人が住み込みで働いていた勤務先の事業主夫婦も未納で

ある上、申立人が当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 37 年４月から 39 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



京都国民年金 事案 1623 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成４年４月から同年 11 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11 月から４年 11 月まで 

    私は、平成４年＊月に婚姻し、Ａ県Ｂ市役所で国民年金第３号被保険

者の手続を行った際、未納となっている国民年金保険料については、２

年分さかのぼって納付できるとの説明を受け、同市役所から送付されて

きた納付書により銀行で納付した。申立期間が未納とされているので、

調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成４年４月から同年 11 月までについて、申立人は、

国民年金の第３号被保険者該当手続を行った後にＢ市役所から送付されて

きた納付書により、銀行で国民年金保険料を納付したとしており、保険料

納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者記録

から、同年 12 月ごろに払い出されていることが確認できることから、申立

人は、このころに国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、当該期間

の保険料は現年度保険料であり、加入手続を行いながら現年度保険料を納

付しなかったとは考え難い上、同市役所から送付されてきた納付書で当該

期間の保険料を納付したとする申立内容に不自然さは無い。 

   一方、申立期間のうち、平成２年 11 月から４年３月までについて、申立

人は、国民年金の第３号被保険者該当手続を行い、後日、送付されてきた

納付書で当該期間の国民年金保険料も納付したと主張している。 

   しかしながら、社会保険事務所（当時）が作成していた納付書は、コン



ピュータにより作成され、光学式文字読取機（OCR）により納付記録として

入力されることから、納付記録がすべて漏れたとは考え難い。 

   また、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏

名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成４年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



京都国民年金 事案 1624 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年９月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：     

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年９月から 52 年３月まで 

    私の国民年金の加入手続は親が昭和 51 年９月ごろＡ市役所で行った。

申立期間の国民年金保険料は納付書で納付していたので、未納となって

いることは納得できない。なお、所持している年金手帳には、同市の領

収印のみの領収証書も添付されている。 

 

第３  委員会の判断の理由 

   申立期間は７か月と短期間であるとともに、申立人は、昭和 52 年４月以

降、国民年金加入期間について国民年金保険料をすべて納付していること

が確認できる上、厚生年金保険との切替手続も適切に行っていることから、

保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、前後の被保険者の記録により、昭和 53 年３月ごろ払い出されているこ

とが確認できることから、このころ国民年金に加入したものと推認でき、

この時点で申立期間の保険料を納付するには、過年度納付によることとな

るが、Ｂ県Ａ市では、国民年金加入時に未納過年度保険料が有る場合には、

現年度保険料と併せて納付を勧奨することが通例であり、同市役所におい

ては、「預り書」を発行して過年度保険料を国庫金歳入指定金融機関へ納付

していたことも確認されていることから、申立期間の保険料を納付したも

のとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1625 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、妻が夫婦二人分を集金人に納

付してくれたはずである。申立期間について、妻の保険料が納付済みで

あるのに、私が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

   申立期間は、12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、国民年

金加入期間について、申立期間を除き、60 歳になるまで国民年金保険料を

すべて納付しており、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻に

ついても、昭和 36 年４月以降 60 歳になるまで保険料をすべて納付してい

ることが確認できることから、保険料納付意識は高かったものと考えられ

る。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 37 年３月に払い出されて

おり、申立人は、申立期間の始期である 36 年４月１日から強制加入の被保

険者とされるべきであることから、上記の同手帳記号番号払出時点で、申

立期間の国民年金保険料は現年度納付することが可能であり、申立人及び

その妻の保険料納付意識の高さを踏まえれば、当該期間の保険料を未納の

まま放置するとは考え難い上、申立人の保険料を納付してくれていたとす

る申立人の妻については、申立期間の保険料が納付済みであることが確認

できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都厚生年金 事案 1545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち平

成 15年４月から 16年３月までの期間を 22万円に訂正することが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る平成 15 年４月から 16 年３月までの期間

の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 10月１日から 18年７月 21日まで 

    申立期間について、給与は昇給しているにもかかわらず、社会保険庁

（当時）の記録では標準報酬月額に変動がなく、一定となっているので

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の標準報酬月額について、オンライン記録では、申立期間のうち

平成 15年４月から 16年３月までの期間は 18万円と記録されている。 

   しかし、申立人が所持する給与明細書により、申立期間のうち平成 15年

４月から 16年３月までの期間については、オンライン記録上の標準報酬月

額に基づき計算された厚生年金保険料額より高い保険料が給与から控除さ

れていることが確認できる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと



なる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書に記載され

ている厚生年金保険料の控除額から、申立期間のうち、平成 15年４月から

16年３月までの期間は 22万円に訂正することが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ株式会社の事業主は、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を納付したとしていることから、その結果、社会保険事務所（当

時）は給与明細書で確認できる保険料控除額に見合う保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

   一方、申立期間のうち平成６年 10 月から 14 年４月までについては、申

立人は、当該期間の給与明細書を所持していない上、Ａ株式会社も賃金台

帳等関連資料を保管していないため、当時の同僚複数に照会したが、申立

期間に係る給与明細書等を所持している者は確認できなかった。 

   また、平成 14 年５月から 15 年３月までの期間及び 16 年４月から 18 年

６月までの期間については、給与明細書から、オンライン記録上の標準報

酬月額より高い報酬月額が支給されていることが確認できるが、厚生年金

保険料の控除額から算出した標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬

月額が一致していることが確認できる。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成６年 10月から 15年３月までの期間及び 16年４月から

18 年６月までの期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

   なお、平成 18年７月については、申立人が所持する給与明細書から厚生

年金保険料が控除されていることが確認できるほか、Ａ株式会社の給与事

務担当者は、「保険料控除については当月控除である」との回答をしている。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立人に係る同事業所におけ

る厚生年金保険の資格喪失日は平成 18 年７月 21 日とされている上、雇用

保険の資格喪失日も同日であることが確認できることから、当該期間につ

いては申立人が厚生年金保険の被保険者であったことは確認できない。 



京都厚生年金 事案 1546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ組合における資格喪失日

に係る記録を昭和 51年９月１日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を 10

万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年９月 11日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 51年８月 25日から同年９月１日まで 

    申立期間①について、Ａ組合に昭和 47 年９月 11 日から就職したが、

厚生年金保険の加入記録は同年 10月１日からの資格取得となっているの

で、調査の上、厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

    また、申立期間②について、当時Ａ組合からＢ組合（現在は、Ｃ組合）

に転籍となったが、Ｄ連合のあっせんにより業務命令で異動したもので

あり、厚生年金保険の加入記録が昭和 51 年８月 25 日から同年９月１日

の期間まで空白となることはあり得ないので、調査の上、厚生年金保険

の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、Ａ組合、Ｂ組合及び申立人の異動をあっせんした

と考えられるＤ連合の事業主からの回答書、元同僚からの供述及び退職金

計算書から、申立人がＡ組合に継続して勤務し、申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



   なお、異動日については、Ｂ組合の元同僚は、「組合間の異動で厚生年金

保険の加入期間に空白が生じることはあり得ない。人事異動の決定は個々

の事業所で決定され、双方の理事会の承認により異動日が公示されるため、

異動日は同一のはずである。また、組合の半期決算は８月末日であるため、

通常は９月１日が異動日として設定される。」と回答していることから、申

立期間②のＡ組合に係る資格喪失日を昭和 51年９月１日とすることが妥当

である。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 51年７月のＡ組合に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、10 万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、オンライン記録におけるＡ組合の資格喪失日が雇用

保険の記録における離職日（資格喪失日の前日）と一致しており、公共職

業安定所及び社会保険事務所（当時）の双方が誤って資格喪失日又は離職

日と記録したことは考え難いことから、Ａ組合の事業主が昭和 51年８月 25

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年８月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

   一方、Ａ組合に係る申立期間①については、申立人が所持している昭和

47 年度給与所得の源泉徴収票及び退職金計算書並びに雇用保険被保険者資

格取得届出確認照会回答書から、申立期間①において申立人が勤務してい

たことが認められる。 

   しかし、当該事業所の事業主に照会したところ、「申立期間①当時の関係

資料を廃棄しているため、申立期間①に係る勤務実態等は不明」と回答し

ていることから、申立期間①における申立人の正確な勤務実態及び厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことは確認できない。 

   また、申立人が所持している「昭和 47 年分給与所得の源泉徴収票」の社

会保険料控除額をみると、申立期間①を含めた昭和 47 年９月から同年 12

月までの４か月分として標準報酬月額５万 6,000 円で社会保険料額を計算

すると、申立期間①を含めた当該期間の社会保険料額は上記源泉徴収票の

社会保険料控除額よりも多い額となるため、申立期間①における厚生年金

保険料が給与から控除されていないことが推認できる。 

   さらに、当時、当該事業所に勤務していた元同僚に照会したところ、「私



は、昭和 46年９月から勤務しているが、１か月は試用期間で厚生年金保険

に加入したのは同年 10 月１日からとなっている。」と供述している上、申

立期間当時の他の同僚に係る厚生年金保険の資格取得日はほとんどが月初

めの資格取得日となっていることから、申立期間当時、当該事業所におい

ては必ずしもすべての従業員について、勤務開始月から厚生年金保険に加

入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1547 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 25 年８月１日から 27 年１月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記

録を 25 年８月１日、資格喪失日を 27 年１月１日とし、当該期間に係る標

準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 24年９月１日から 27年１月１日まで 

    昭和 24 年９月１日に株式会社Ｂから株式会社Ａに転職し、26 年 12 月

末まで継続して勤務していたにもかかわらず、株式会社Ａに係る厚生年

金保険の被保険者としての記録が無い。株式会社Ａには、同社の設立当

初から正社員として勤務していたので、厚生年金保険に加入していたは

ずである。調査の上、申立期間について被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の株式会社Ａにおける勤務状況の詳細な記憶及び元同僚の回答か

ら、申立人が申立期間において同社に正社員として勤務していたことが認

められる。 

   また、申立期間当時、当該事業所に勤務しながら夜間高校に通っていた

としている元同僚は、「厚生年金保険には皆加入しており、高校生であった

私も入社当初から加入しているので、申立人だけが加入していないのは考



えられない。」と供述している。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立人が記憶している元同僚は、いずれも当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所となった昭和 25年８月１日付けで被保険者となっていることが確認

できるほか、複数の元同僚が申立期間当時に当該事業所に勤務していたと

供述している従業員については、いずれも被保険者となっていることが確

認できる。 

   加えて、当該複数の元同僚が回答している当時の株式会社Ａの従業員数

と社会保険事務所（当時）の記録上の厚生年金保険被保険者数がおおむね

一致するため、当時、当該事業所においては、ほぼすべての従業員が厚生

年金保険に加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、昭和 25年８月１日から

27年１月１日までの期間について、申立人は厚生年金保険被保険者として、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、当該期間に係る標準報酬月額は、申立期間当時に同じ職種の同僚

の標準報酬月額から 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所に係る申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿における

健康保険の番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記

録が失われたとは考えられない上、事業主から申立人に係る被保険者資格

の取得届が提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届や被

保険者資格喪失の届出も提出されているにもかかわらず、いずれの機会に

おいても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難い

ことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行わ

れておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 25年８月か

ら 26年 12月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 24 年９月１日から 25 年８月１日までの期

間については、オンライン記録によると、株式会社Ａは同年８月１日付け

で厚生年金保険の新規適用事業所となっており、それ以前に適用事業所で

あった事実は確認できない。 

   また、当該事業所は昭和 57年８月 16日に適用事業所でなくなっており、

代表取締役及び取締役は既に亡くなっていることから、申立期間当時の人

事記録、賃金台帳等の資料の存否が不明であり、申立人の給与から厚生年



金保険料が控除されていたことは確認できない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間③のうち、平成 16 年７月の標準報酬月額に係る記録

を 53万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く｡）を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 52年５月から 54年７月まで 

             ② 昭和 55年 10月から 56年７月まで 

             ③ 平成 16年７月及び同年８月 

    私がＡ株式会社に勤務していた期間の月給は 100 万円以上であったの

で、標準報酬月額は常に最高等級であった。申立期間の標準報酬月額の

記録が最高等級とされていないのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③について、オンライン記録では、申立人のＡ株式会社におけ

る標準報酬月額は 47万円と記録されている。 

   しかし、申立人が所持している平成 16 年７月の給与明細書から、オンラ

イン記録の標準報酬月額に基づき計算された厚生年金保険料額より高額の

保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ



とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持している

給与明細書の報酬月額（給与の総支給額）から、申立期間③のうち、平成

16年７月の標準報酬月額を 53万円に訂正することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の納付

義務を履行したか否かについては、事業主は関係資料を保管しておらず不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間③のうち、平成 16年８月については、申立人が所持して

いる給与明細書から、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬月額より高額で

あることが認められるが、申立人に支給された報酬月額に見合う標準報酬

月額はオンライン記録の標準報酬月額と一致していることから、記録の訂

正を行うことはできない。 

   次に、申立期間①及び②について、Ａ株式会社の元代表取締役及び破産

管財人に照会したところ、「当社は平成 19年４月 26日に破産し、帳簿等関

係書類は既に廃棄したので、書類上確認できないが、申立人の標準報酬月

額について、記録どおりの届出を行った。」と供述している。 

   また、申立人は、申立期間①及び②について、給与明細書等を所持して

おらず、給与から控除されていた厚生年金保険料に関する具体的な記憶を

有していないことから、申立人が主張する最高等級に基づく標準報酬月額

に相当する保険料が給与から控除されていたことを確認することはできな

い。 

   さらに、申立人は、「給与は、毎月、Ａ株式会社のほかに同族企業の株式

会社Ｂ又はＣ株式会社からも併せてもらっていたため、合計 100 万円以上

あり、標準報酬月額は常に最高等級であった。」と主張しているが、株式会

社Ｂに係るオンライン記録に申立人の氏名は見られず、Ｃ株式会社につい

ては、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 



   加えて、Ａ株式会社の同僚は、「Ｃ株式会社はＡ株式会社の下請目的で設

立された会社で、従業員はすべてＡ株式会社からの出向であり、Ｃ株式会

社で社会保険に加入した者はいなかった。」と供述していることから、申立

人がこれらの事業所で厚生年金保険に加入していたとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



京都厚生年金 事案 1549 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ本社における資

格喪失日に係る記録を昭和 61年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 18万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 61年８月 31日から同年９月１日まで 

    私は、申立期間にＡ株式会社のＢ本社から転勤で同社Ｃ事務所に変

わっただけで継続して勤務していたのに、社会保険事務所（当時）の記

録によると、１か月空白となっているので、厚生年金保険の加入記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社が保管している申立人に係る身上調書及び雇用保険の記録か

ら判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（同社Ｂ本社から同社Ｃ事

務所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ本社

における昭和 61 年７月の社会保険事務所の記録から 18 万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届における資格喪失日を誤って

 



昭和 61 年８月 31 日として届け出たため、同年８月の保険料を納付してい

ないとしていることから、事業主が、同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



京都厚生年金 事案 1550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 59年７月 27日に訂正し、標準報酬月額を 41万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立  期 間 ： 昭和 59年７月 27日から同年９月 27日まで 

    私は、昭和 39年８月からＡ株式会社に退職や休職をすることなく継続

して勤務し、同社Ｂ工場から本社に異動した際の 59年７月から同年９月

までの２カ月間の記録が抜けている。この期間中も、Ａ株式会社から給

与を受けていたので、この期間の記録を調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ株式会社からの回答並びに申立期間当時の複

数の同僚の供述から判断すると、申立人は申立期間においてＡ株式会社に

継続して勤務（昭和 59年７月 27日に同社Ｂ工場から同社本社に異動）し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社における昭和 59

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、41 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務の履行につ



いては、事業主は申立期間の関係資料が無く不明と回答しており、このほ

かに確認できる関連資料、周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

   また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



京都国民年金 事案 1626 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年６月から９年３月までの国民年金保険料については、追納

していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年６月から９年３月まで 

    私は、免除期間について国民年金保険料追納の案内が届いたため、問い合

わせたところ納付書が送られてきたので、申立期間の保険料として 16 万円

余を平成 18 年８月に市役所の窓口で納付した。申立期間の納付記録が無い

のは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を平成 18 年８月に市役所の窓口で追

納したと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料を追納する場合、その納付書はコンピュータ

により作成され、光学式文字読取機（OCR）により納付記録として入力される

ことから、申立期間について追納された保険料すべてが漏れるとは考え難い。 

   また、国民年金保険料の追納は、追納申込みを受けて納付書を発行すること

となるが、オンライン記録において申立期間の追納申込みが行われた記録は無

い上、平成 14 年４月以降、市町村が行っていた保険料の収納事務が国に一元

化されたことにより、市役所では保険料を納付できない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を追納していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めることは

できない。 



京都国民年金 事案 1627 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 50 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年５月まで 

             ② 昭和 40年６月から 50年 11月まで 

    私の国民年金は、母親が、昭和 36 年４月ごろに国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていた。50 年 12 月に、母親

が国民年金に加入し保険料を納付していてくれたことを忘れ、新たに新規加

入した。申立期間が未納になっているのは納得できない。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月ごろに、申立人の母親が国民年金の加入手続を行

い、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立期間①については、昭和 36年 10月に申立人の国民年金

手帳記号番号が旧姓で、申立人の実兄と連番で払い出されていることが同手帳

記号番号払出簿により確認できるものの、申立人の実兄については、同手帳記

号番号払出簿に「公的年金被保険者のため取下」と記載されている。 

   なお、上記の国民年金手帳記号番号は、旧姓のまま平成 14年 11月 20日に、

昭和 50年 12月に払い出された国民年金手帳記号番号に統合されていることが

オンライン記録で確認できる。 

   また、申立期間②については、婚姻後の国民年金の任意加入対象期間であり、

昭和 50 年 12 月 11 日に任意加入するまでは国民年金の未加入期間であること

から、申立期間の国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えら

れる。 

   さらに、申立人の母親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したこと



を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人自身は保険料の納付

に関与しておらず、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



京都国民年金 事案 1628  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年１月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 49年 12月まで 

    私の国民年金は、昭和 40 年１月ごろ、夫がＡ区役所で加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料は、夫が同区役所で納付してくれていた。申立期

間の納付記録が無いことに納得がいかないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年１月ごろ、申立人の夫が区役所で国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 50 年２月に任意の被保険者資格で払い出されていることが同手

帳記号番号払出簿により確認できる上、オンライン記録においても、申立人の

被保険者資格は、同年１月 16 日に任意取得となっていることから、申立期間

は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することはできなかったものと

考えられる。 

   また、申立人の夫又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



京都国民年金 事案 1629 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から 61年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料について未納とされているが、区役所などで３

か月ごとに納付しており、未納となっていることに納得できない。改めて調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、区役所などで納付したと主

張している。 

   しかしながら、申立人は、昭和 59 年１月 19 日に 国民年金被保険者の資格

を喪失していることが、申立人が所持している国民年金手帳により確認でき、

このことは、国民年金の加入状況、国民年金保険料収納状況等を記録している

Ａ市の国民年金収滞納リスト及び特殊台帳の記載とも一致することから、申立

期間は未加入期間であり、申立人は申立期間の保険料を納付できなかったもの

と考えられる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚姻前の氏名

を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



京都国民年金 事案 1630 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の昭和 38 年１月から 42 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 38年１月から 42年 12月まで 

    申立期間当時、Ａ県Ｂ町（現在は、Ｃ市）で青年団に加入し、青年団は地

区の国民年金保険料の集金を引き受けていたことから、私も国民年金の加入

手続を行い、保険料を納付したことを覚えている。申立期間が未納となって

いることに納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、集金を委託されていた地元

の青年団に納付したと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号

番号は、Ｄ市Ｅ区で、婚姻後の昭和 50 年６月に夫婦連番で払い出されている

ことが同手帳記号番号払出簿により確認できることから、申立人は、このころ

に国民年金に加入したものと推認され、この時点では、申立期間は既に時効に

より保険料を納付することができない期間であり、申立期間の保険料を納付す

るには特例納付によることとなるが、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、申立人が申立

期間当時居住していたＡ県Ｂ町において、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されているか調査するとともに、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索した

が、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた事情も存

しない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  



京都国民年金 事案 1631 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年２月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年２月から 50年３月まで 

    昭和 36年 10月ごろ、夫が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料は、私が定期的に郵便局で納付した。当時、特例納付が実施さ

れていたが、全部納付していたはずであり、社会保険事務所（当時）には納

付した旨が書かれた書類が有ることを確認している。申立期間が未納となっ

ていることに納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を定期的に郵便局で納付したとし、社

会保険事務所には納付した旨が書かれた書類が有ると主張している。 

   しかしながら、申立期間は国民年金の未加入期間である上、Ａ市における申

立期間当時の国民年金保険料の収納方法は、国民年金手帳に印紙を貼付し検認

する方法であり、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人は、第３回目の特例納付が実施されていた時点で 60 歳になる

まで国民年金保険料を納付したとしても、国民年金老齢年金の受給資格を得る

には 48 か月不足していたことが、特殊台帳に「納付書 48」と記載されてい

ることから推認できる。しかし、同台帳には特例納付された記載は無いことか

ら、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であることが判明したために、申立

期間を含む未納となっていた期間を受給資格期間である通算対象期間とする

ため、被保険者資格を訂正の上、未加入期間としたものとみるのが相当である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ



とをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚姻前の氏名

を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



京都厚生年金 事案 1551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 54年 10月１日から 55年７月 31日まで 

    私は、昭和 45 年４月にＡ株式会社に入社、平成 20 年３月末に退職し

たが、昭和 54 年 10月から 55年７月までの厚生年金保険の標準報酬月額

がその前の期間の標準報酬月額と比較して低くなっているので訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、昭

和 53年 10月の定時決定では 28万円であるにもかかわらず、54年 10月の

定時決定では 22万円に引き下げられており、標準報酬月額が引き下げられ

ていないことを証明できる給与明細書等はないものの、給与が毎年昇給し

ていた時期に標準報酬月額が引き下げられることは考えられないとして申

し立てている。 

   しかし、当該事業所は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除

額が分かる賃金台帳等の資料を保有しておらず、当時の事情は不明である

旨の回答があったことから、申立人の申立期間の報酬月額及び厚生年金保

険の保険料控除額について確認することができない。 

   一方、当該事業所人事部によれば、「申立人が入社した昭和 45 年の大学

院卒（修士）初任給と入社以降の労使協定書による平均昇給額を基に算出

した想定賃金は昭和 54 年度で 18 万 8,000 円であり、この想定賃金は諸手

当、残業手当は含まないものの昇級額は全社平均であり、年齢の若い申立



人の場合は平均額よりも実際の昇級額は低かったと思われ、申立期間の申

立人の基準賃金は 18 万 8,000 円より低かったと思われる。」と回答してい

る。 

   また、当該事業所人事担当者及び申立期間当時の上司は、標準報酬月額

の変動要因として、工場の設計部門は残業が多いが、申立人が昭和 53年２

月に異動したＢ（ユーザを教育する部門）は残業や出張が少ないことから、

残業手当の額が変動したものと思われる旨の回答をしている。 

   さらに、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申

立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致

しており、また、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡もない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1552 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月 15日から 46年７月 31日まで 

             ② 平成７年１月１日から９年５月 16日まで 

    Ａ協同組合には１年以上勤務したにもかかわらず、昭和 45年３月１日

から同年４月 15 日までのわずか１か月しか厚生年金保険の加入記録が

無い。また、株式会社Ｂには少なくとも平成７年１月１日から勤務して

いたが、厚生年金保険の加入期間が９年５月 16日から同年 12 月 16日ま

でとなっている。上記２つの申立期間について、厚生年金保険の加入記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間①について、Ａ協同組合に照会したところ、当時の人事記録等

の関連資料は保管しておらず、申立期間当時の状況は不明である旨の回答

があったことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用について確

認をすることができない。 

   また、当時の同僚に照会したところ、申立人がオンライン記録の厚生年

金保険の加入期間後も勤務していたことについて記憶している者がいるこ

とから、期間は特定できないものの、Ａ協同組合に勤務していた可能性は

あるが、申立人の具体的な勤務期間及び厚生年金保険の適用について確認

できる供述を得ることはできない。 

   さらに、Ａ協同組合に係る健康保険厚生年金保険適用事業所名簿による

と、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 45年３月１日、資

格喪失日は同年４月 15日となっており、オンライン記録と一致している上、

 



健康保険証は同年５月に返却されたことが記載されている。 

   加えて、雇用保険の記録では、申立人の当該事業所における雇用保険の

被保険者資格の取得日は昭和 45年３月 27日で、離職日は同年４月 26日で

あることから、オンラインの記録とほぼ一致していることが確認できる。 

   申立期間②について、株式会社Ｂの保管する賃金台帳によると、申立人

は平成７年１月１日から９年５月 16日の間、同社に勤務していたことは確

認できるものの、申立人の給与から事業主により厚生年金保険料が控除さ

れていないことが確認できる。 

   また、当時、申立人と同様に株式会社ＢのＣ店に勤務していたとされる

同僚に照会したが、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保

険の適用について確認できる供述を得ることはできなかった。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 26年ごろから 33年ごろまで 

             ② 昭和 34年ごろから 57年ごろまで 

             ③ 昭和 50年ごろから 57年ごろまで 

    私は、映写技師２級免許を取得し、昭和 26 年ごろから 33 年ごろまで

Ａ館に勤務し、退職後、34年ごろから 57年ごろまでＢ劇場に勤務した。

その間に 50 年ごろから 57 年ごろまでＣ館の仕事も請け負っていた。当

該期間の厚生年金保険加入記録が無いので調査の上、加入期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人が勤務したとしているＡ館及びＢ劇

場については、Ｄ協会の回答及び当時の住宅地図の記載によれば、Ａ館に

ついては開館時期は不明であるが、昭和 46年まで存在しており、Ｂ劇場に

ついては 34年から 37年６月まで存在していたと考えられる。 

   しかしながら、オンライン記録において、上記両事業所名で確認を行なっ

たものの、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。 

   また、申立期間当時の代表者は所在不明であり、申立人は同僚の名前を

記憶していないことから、同事業所の状況や申立期間における申立人の勤

務実態及び厚生年金保険の適用については確認することができなかった。 

   さらに、申立期間②について、申立人はＢ劇場に昭和 34 年ごろから 57

年ごろまで勤務していたと主張しているが、上記のとおりＤ協会は「Ｂ劇

場は、昭和 37 年６月で廃館している。」旨回答していることから、申立人



が当該事業所において 57年まで勤務していたことは確認できない。 

   Ｃ館に係る申立期間③については、申立人は昭和 50 年ごろから 57 年ご

ろまで勤務していたと主張しているが、オンライン記録において当該事業

所は 45年 12月 23日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていること

が確認できる上、Ｄ協会に照会したところ、「Ｃ館は、昭和 46 年１月で廃

館している。」旨回答していることから、当該事業所が 57 年まで存在して

いたことは確認できない。 

   また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険

者であった者から供述を得られたが、申立人の情報を得ることはできな

かった。 

   さらに、当時のＣ館の事業主は所在不明であり、人事記録、賃金台帳等

関連資料の存否も不明である上、申立人は同僚の名前を記憶していないこ

とから、同事業所の状況、申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年

金保険の適用については確認することができなかった。 

   加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

たが、申立人の氏名の記載は無く、健康保険番号も連続しているため、申

立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   また、申立期間②及び③において、申立人に係る雇用保険の加入記録は

無い。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年４月から同年 12月まで 

    私は、退職のあいさつを真冬の正月以降に行った記憶があるので、昭

和21年12月末日まで、Ａ株式会社Ｂ工場に在職していたはずであるが、

同年４月以降の厚生年金保険の加入期間が抜けている。申立期間を厚生

年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人とＡ株式会社Ｂ工場の寮が同室であった申立期間当時の同僚から

供述を得られたものの、同僚は申立人が退職した時期を記憶していないこ

とから、申立人の勤務期間を特定することができない。 

   また、申立人が記憶している当該事業所の事務担当者は既に亡くなって

おり、申立期間当時に当該事業所に勤務していた複数の従業員に照会した

ものの、上記の同僚以外は申立人を記憶しておらず、申立人の勤務期間に

ついて供述を得ることができなかった。 

   さらに、当該事業所は平成６年８月に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっていることから、Ｃ市にある当該事業所の本社（現在は、Ｄ株式会

社）に照会したところ、「震災によって、多くの資料を紛失しており、当時

の資料もその際に紛失したと考えられる。」と回答しており、申立期間にお

ける申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用について確認することがで

きない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年２月１日から 49年１月 31日まで 

    昭和 48年２月１日から 49年１月 31日までＡ事務所に経理事務の正社

員として勤務していたが、社会保険事務所(当時)へ照会したところ、そ

の間の厚生年金保険が未加入となっている。申立期間について、厚生年

金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事務所に勤務していた複数の同僚の回答から、期間の特定はできない

ものの、申立人が、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記複数の同僚の回答においても、申立人の正確な勤務期間等

の勤務実態及び厚生年金保険の適用については確認できない上、上記複数

の同僚のうちの一人は、「申立人は通院しながら勤務をしており、フルタイ

ムの正社員ではなかった。」と供述している。 

   また、申立人は申立期間において自分の健康保険証で定期的に通院して

いたと主張しているが、申立人が昭和 48年１月まで勤務していたＢ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険の被保険者名簿には、申立期間に係る同年

２月に継続療養給付の申請があった旨記載されている。 

   さらに、Ａ事務所は昭和 48年３月１日に厚生年金保険の適用事業所とし

て新規適用を受けており、申立人が勤務を開始したとしている同年２月に

ついては厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

   加えて、申立期間当時の事業主及びその後継者は既に亡くなっており、

Ａ事務所も既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、人事記



録及び賃金台帳等の関連資料の存否も不明であるため、申立人の勤務実態、

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   加えて、Ａ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険証の整理番号も連

続しており、欠番も見られないため、申立期間において申立人の加入記録

が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 明治 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年９月１日から 23年７月８日まで 

    社会保険事務所（当時）からの回答によると、Ａ株式会社での厚生年

金保険の資格は昭和 17年６月１日から 22年９月１日までと 23年７月８

日から 28 年７月７日までとなっており、この間の昭和 22 年９月１日か

ら 23 年７月８日までの期間が厚生年金保険被保険者期間に算入されて

いないので調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間に算入さ

れたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人は、

昭和 17 年６月１日に同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得し

22 年９月１日に資格を喪失後、同社において 23 年７月８日に再び資格を

取得しており、申立期間の被保険者記録がない。 

   また、Ｂ県Ｃ部が証明する軍歴証明書により申立人が昭和 18 年９月 20

日に陸軍に召集され、23年６月 20日に復員した軍歴が確認できる。 

   一方、当時の厚生年金保険法第 59条の２では、昭和 19年 10月１日から

22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間につい

ては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保

険者期間として算入する旨規定されている。 

   しかしながら、申立期間前の昭和 22年５月３日から同年９月１日までの

期間は、Ａ株式会社は当時の資料は残っていないとしているが、当該事業

所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、177 人の多数の被

 



保険者が 22 年９月１日付けで厚生年金保険の資格を喪失処理されている

ことが認められる。このことから、当該事業所においては、厚生年金保険

の被保険者で陸海軍に徴集又は召集された場合であって、未復員の場合は、

同年９月１日に被保険者資格喪失の届出を行ったものと考えられる。 

   また、申立期間について、Ａ株式会社は当時の資料は残っていないと回

答しており、申立人は「昭和 23 年６月 20 日まで兵役期間中である上、妻

は終戦以降にはＡ株式会社から扶助料が支給されなかったので郷里のＢ県

に疎開していたと言っていた。」と供述していることから、当該事業所が給

与から厚生年金保険料を控除していたとは考え難い。 

   このほか、申立期間において申立人が給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 34年７月ごろから 35年９月４日まで 

    Ａ有限会社で勤務した期間について、厚生年金保険の被保険者記録が

無いので、調査の上、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ有限会社の現在の事業主及び複数の元同僚の供述から、期間の特定は

できないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、賃金台帳等関連

資料は保管されておらず、申立人の正確な勤務期間及び厚生年金保険料が

給与から控除されていたことを確認することはできない。 

   また、申立人は、「当初、就職が決まっていた会社から、Ａ有限会社が人

手不足ということで、私が同社で勤務することになったので、厚生年金保

険に加入していたはずである。」と供述しているが、当該事業主は、「申立

期間当時、入社してもすぐに辞める者も少なくなかったので、厚生年金保

険の加入の手続きは、入社後すぐには行っていなかった。」と供述している

上、申立期間当時の経理事務担当者も「Ａ有限会社は、全員正社員であっ

たが、人によっては試用期間があった。」と供述していることから、当該事

業所において、すべての従業員について、入社後ただちに厚生年金保険に

加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   さらに、上記の元同僚の供述においても、申立人が勤務していたこと以

外に、申立内容について確認することはできなかった。 



   加えて、Ａ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の氏名は記載されておらず、健康保険整理番号に欠番は無いため、

申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41年２月１日から 42年４月 30日まで 

    申立期間当時、Ａ株式会社において、主にＢ地方の工事現場で勤務し

ており、昭和 42 年４月 30 日まで勤務していたにもかかわらず、厚生年

金保険の被保険者資格が 41年２月１日で喪失しているのはおかしい。申

立期間について、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していた複数の同僚の供述から、期間

は特定できないが、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当該事業所は既に廃業し、申立期間当時の事業主は亡く

なっており、申立期間当時の取締役に照会しても、当時の給与明細書等関

連資料は保管されていないため、申立人に係る勤務の実態及び社会保険の

加入手続等に関する供述を得ることができず、申立期間において事業主に

より給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認できない。 

   また、申立人の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

よると、申立人は、昭和 40 年６月１日に被保険者資格を取得し、41 年２

月１日に資格を喪失していることが確認できる上、「喪失届受付年月日 41.

３.19」の押印が有るほか、申立期間における当該事業所に係る健康保険整

理番号は連続して欠番は無く、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 30年 11月 25日まで 

    Ａ有限会社に勤務していた厚生年金保険被保険者期間について、脱退

手当金が支給されていることを知った。私は、脱退手当金を受給した記

憶が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 31 年３月 31 日に支給決定され

ているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、申立期間に係る脱

退手当金が支給されたことを示す「脱 8,483 円 31.３.31」等が記載さ

れており、同台帳に記載されている脱退手当金の支給金額は法定支給額と

一致するなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金が支給決定された当時は通算年金制度創設前

であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金を受給でき

なかったことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然

さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年２月１日から 34年６月１日まで 

    株式会社Ａの厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所（当

時）から脱退手当金を支給済みという回答が有ったが、脱退手当金を受

給した覚えが無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立人の脱

退手当金は昭和 35 年８月 10 日に支給決定されており、当時は通算年金制

度創設前であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金を

受給できなかったことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給すること

に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

   また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄に

は、「脱」表示は無いものの、脱退手当金の支給記録が有る 13 人のうち、

申立人を含む６人に「脱」表示が無いことから、「脱」表示が無いことをもっ

て、脱退手当金が支給されていないと推認することはできない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年３月１日から 44年４月２日まで 

    「ねんきん特別便」を見て、Ａ相互会社に勤務していた厚生年金保険

被保険者期間について、脱退手当金が支給されていることを知った。私

は、脱退手当金を受給した記憶が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」表示が有ると

ともに、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 44年８月

５日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


